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ジェイティ健康保険組合 

 

2026年 4月からの年間収入の取り扱いについて（重要） 

 

被扶養者の年間収入の判定については、これまでは過去・現時点・将来の収入見込みなどを総合

的に判断し、「向こう 1年間の収入の見込額」を算出しています。 

2026 年 4 月１日からは、雇用契約書や労働条件通知書等に記載された労働契約の内容に基づい

て算出した年間収入見込額で「向こう 1年間の収入見込み」を判定します。 

 

１. 対象者 

給与収入のみの方（パート・アルバイト、契約社員など） 

認定申請時、「健康保険被扶養者現況届」内で【給与収入のみ】である旨の申出が必要です。 

注）個人事業主（事業収入・不動産収入等）や年金受給者等、給与収入以外の所得が 

ある方は対象外です。従来どおり総合的に「向こう 1年間の収入見込み」を算出します。 

 

２. 年間収入見込額の判断基準 

労働条件通知書（雇用契約書）等で規定されている内容から算出される年間収入額を、「向こ

う 1年間の収入見込み」とします。 

認定申請における審査では、申請時の段階で予測できない時間外労働（※）による賃金や一時的

な臨時収入等は向こう 1年間の収入見込み額には含めません。 

当組合が提示する「給与支払見込証明書」に明記の上、申請書類に添付してください。（審査の

段階で、「労働条件通知書（雇用契約書）」写しの提出を求めることがあります） 

※ 雇用契約上で決められた労働時間を超えた場合 

 

３. 被扶養者の年間収入限度額（収入の基準） 

労働条件通知書（雇用契約書）等の規定内容から算出される年間収入額が、以下の収入限度額

を超えている場合は、被扶養者になれません。 

・一般（60歳未満）：130万円未満 

・19歳以上 23歳未満（被保険者の配偶者を除く）：150万円未満 

・60歳以上または障害者の方（※）：180万円未満 

  ※障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者 

・すべての年齢に該当：被保険者の年収の 1/2未満であること 

 

４. 収入の考え方（収入に含めるもの、含めないもの） 

【年間収入に含めるもの】 

基本給（時給・月給等）、通勤手当、賞与、諸手当（毎月固定的な手当：食事手当・資格手当・

役職手当・地域手当・住宅手当等）、固定残業代（みなし残業代／契約書に毎月固定の支払いが

定められる場合） 
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【年間収入に含めないもの】 

 繁忙期や人手不足等による一時的な時間外労働で支払われた賃金（臨時的な収入） 

 

５.「検認（被扶養者資格の確認）」における確認について 

毎年実施する被扶養者の収入実績による資格確認（検認）において、前年 1年間分の給与明細

実績を提出していただく場合があります。検認の際は提出された証明書類に基づき、「一時的な

収入増加」が、次項６.で提示する「増加額・期間」の範囲内であったかどうかを確認します。 

※令和 9年の検認（令和 8年分の収入確認）より、本改正に基づいて審査します。 

 

６. 一時的な収入増加（時間外労働賃金）に関する取り扱いについて 

本改正では、労働契約上に明確な規定がない時間外労働の「残業代」の取り扱いは、「社会通

念上妥当な範囲であれば控除する」とし、その判断を「保険者（健康保険組合等）」に委ねられ

ています。 

労働契約上の年間収入が被扶養者としての年間収入限度額内であっても、繁忙期や人手不足等

により一時的な時間外労働（残業）が発生し、結果的に実際の年間収入が限度額を超える場合が

あります。このような場合、当組合では、勤務先の雇用主（事業主）が一時的な時間外労働によ

る収入増加を証明でき、且つ、以下２つの要件をすべて満たす者に対し、社会通念上妥当な範囲

の臨時的収入であったとみなすこととします。 

【要件１：金額】 

実際の年間収入額が、被扶養者の年間収入限度額の 25％増加までであること 

＊ 一般（60歳未満）： 130万円以上 162万 5千円未満（130万×1.25） 

＊ 19～23歳未満（被保険者の配偶者を除く）： 150万円以上 187万 5千円未満（150万×1.25） 

＊ 60歳以上または障害者： 180万円以上 225万円未満（180万×1.25） 

※上記の要件のほか、従来どおり被保険者の年収の 1/2未満の金額であることが必須です。 

【要件２：一時的な時間外労働の目安】 

 連続して 3ヶ月、年間で通算 6ヶ月以内であること 

 

一時的な収入増加の判定については社会通念上妥当な範囲とされていますが、その解釈・見解

は雇用主（事業主）によって異なる場合があります。 

当組合では、すべての被保険者間における公平性を保つとともに、被扶養者認定は「被保険者が

被扶養者の生計を維持している関係」が継続していることを前提とするため、一律の判定基準

（妥当な範囲）として前述の数値要件（増加額・期間）を設けております。 

そのため、雇用主が「一時的」と認めた場合でも、当組合の基準を超過している場合は扶養から

外れる手続きが必要となる場合がありますので、予めご了承ください。 

 

７. 注意事項 

➢ 時給の引上げや勤務日数、時間数の増加等、労働契約内容が変更になり、契約上の年収が

被扶養者の年間収入限度額を超えた場合は、その時点で扶養取消の手続きが必要になり

ます。 
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➢ 別居による仕送り額や両親（父母・義父義母）の認定における「夫婦合算基準額」は、「一

時的な収入を含む年収（実績）」を判断の基準とします。労働条件通知書（雇用契約書）

等で定めた契約内容から算出する年間収入見込額ではなく、実際の収入（実績）から算出

し、判定します。 

 

以上 


